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まえがき 

この規格は，工業標準化法第 14 条によって準用する第 12 条第 1 項の規定に基づき，一般社団法人日本

試薬協会（JRA）及び一般財団法人日本規格協会（JSA）から，工業標準原案を具して日本工業規格を改正

すべきとの申出があり，日本工業標準調査会の審議を経て，経済産業大臣が改正した日本工業規格である。 

これによって，JIS K 8005:2006 は改正され，この規格に置き換えられた。 

この規格は，著作権法で保護対象になっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣及び日本工業標準調査会は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実

用新案権に関わる確認について，責任はもたない。 
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日本工業規格          JIS 
 K 8005：2014 
 

容量分析用標準物質 
Reference materials for volumetric analysis 

 
序文 

この規格は，1951 年に制定され，その後 9 回の改正を経て今日に至っている。前回の改正は，2006 年に

行われたが，その後の試験・研究開発の進歩などに対応するために改正した。 

なお，対応国際規格は現時点で制定されていない。 

 

1 適用範囲 

この規格は，容量分析に用いる標準物質について規定する。 

注記 平成 27 年 3 月 19 日までの間は，旧規格である JIS K 8005:2006 によることができる。旧規格を

用いた場合は，その旨を試験成績書に記載する。 

 

2 引用規格 

次に掲げる規格は，この規格に引用されることによって，この規格の規定の一部を構成する。これらの

引用規格のうちで，西暦年を付記してあるものは，記載の年の版を適用し，その後の改正版（追補を含む。）

は適用しない。西暦年の付記がない引用規格は，その 新版（追補を含む。）を適用する。 

JIS B 7411:1997 一般用ガラス製棒状温度計 

JIS H 1101 電気銅地金分析方法 

JIS H 1108:1989 亜鉛地金中の鉛定量方法 

JIS H 1109:1989 亜鉛地金中の鉄定量方法 

JIS H 1110:1989 亜鉛地金中のカドミウム定量方法 

JIS H 1111:1989 亜鉛地金中のすず定量方法 

JIS H 6201 化学分析用白金るつぼ 

JIS H 6202 化学分析用白金皿 

JIS K 0050 化学分析方法通則 

JIS K 0067 化学製品の減量及び残分試験方法 

JIS K 0115 吸光光度分析通則 

JIS K 0116 発光分光分析通則 

JIS K 0117 赤外分光分析方法通則 

JIS K 0121 原子吸光分析通則 

JIS K 0126 流れ分析通則 

JIS K 0127 イオンクロマトグラフィー通則 

JIS K 0211 分析化学用語（基礎部門） 


